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１．背景と目的 

近年急速に進歩している情報通信技術（ICT）を用いて、

自治体や中央政府向けの管理共有ツールから、住民向け

の避難所位置等をマップに表示するといったツールま

で、様々な災害情報サービスが提供されている。しかし

ながら、実際の災害の現場、特に避難生活では、「必要な

支援が必要な時に届かない」「使われずに処分される支

援物資がある」など、依然として多くの問題が存在する

ことが明らか（山口ら 2018）になっている。 

SNSなども普及した現代では特に、災害時に情報をう

まく活用するには、現場（被災地）で活動する人々と連

携することが重要であることが指摘（藤代ら 2018）され

ている。また、被災自治体等への防災情報ニーズ調査で

は、「自治体が発信する情報にニーズがある」「多様なチ

ャンネルによる情報発信が必要」「物資や避難所の詳細

情報にニーズがある」「学区などより狭域での情報にニ

ーズがある」「日頃の備えが重要と感じる被災者が多い」

の 5 点が明らかとなっている（浦田ら 2018）。 

そこで、地域住民が主体となって行う避難生活を対象

にしたアセスメントの開発と実践的研究を通じて、「災

害現場で有効に機能する ICT 活用の在り方」を模索、重

要な点を明らかにする。 

 

２．調査研究の設計と進め方 

本調査研究では、（１）現場基点での避難生活を中心と

した重要情報項目の整理（アセスメントの構築）、それを

多様な人々がアクセスできるようにするための（２）ウ

ェブ版アセスメントの作成、そして、その有効性を測定

するための（３）効果測定アンケートの作成、そして、

（１）～（３）を用いた（４）自治体・住民との実証実

験、の４段階で行った。 

（１）現場基点の重要情報の整理（アセスメントの構築） 

避難生活を中心として、自治体や専門家だけでなく住

民自らが災害時に必要な物事（物資と施設）を事前に確

認できることを目指し、「避難所・地域支援拠点アセスメ

ント」の開発を行った。対象は表-1で示す。 

設計した対象範囲に基づき、文献調査および様々な災

害の現場で活動してきた有識者へのヒアリング（青木ら

2019）を通じて、2 分類 10視点全 100項目からなるアセ

スメントを構築した（表-2参照）。 

表-1 「避難所・地域支援拠点アセスメント」の対象 

対象とする内

容 

災害発生直後～約1か月の避難生活で重要

となる対応事項（避難所としての要件、必

要物資内容、役割分担、等） 

入力対象者 自治体職員、施設管理者、地域住民 

基点 指定避難所、又はそれに相当する施設 

実施対象時期 事前（防災） 

  

表-2 「避難所・地域支援拠点アセスメント」の大分類と視点 

大分類 10個の視点 ※1視点につき10項目のア

セスメント＝全100点 

地域支援拠

点（地域基

盤） 

1、開設準備 

2、ライフラインの確保 

3、地域情報の把握 

4、情報伝達とコミュニケーション 

5、セキュリティ・感染症対策 

生活環境提

供 

6、トイレ・排泄（T) 

7、食事（K） 

8、睡眠（B) 

9、衛生（身体・こころ） 

10、QOL 

 

（２）ウェブ版アセスメントの作成 

 作成したアセスメントを誰もが主体的に確認できる

よう、ウェブサイトを構築した（図-1 参照）。チェック

された内容は、その場で入力者に結果（点数）とその一

覧が反映されると同時に（図-2 参照）、データは収集さ

れる設計となっている。 

（３）効果測定アンケートの作成 

 作成したアセスメントの効果性を図るため、地域防災

力向上への寄与、および使いやすさや学習効果といった

全体的な満足度の観点からアンケ―トを作成した。地域

防災力は１）地域におけるリスク認知・把握水準、２） 



 

図-1 「避難所・地域支援拠点アセスメント」web入力画面 

https://disaster-response-assessment.an.r.appspot.com/ 

 

図-2 「避難所・地域支援拠点アセスメント」web出力画面 

 

顕在的対応力、３）潜在的対応力の３つの要素（永松ら

2009）への寄与を 5段階で主観的評価を取得するものと

した。 

（４）自治体・住民との実証実験 

 作成したアセスメントおよびアンケートを用いて、長

野県下諏訪町ならびに大阪府吹田市との協働実証実験

を行った。詳細は表-3で示すとおりである。 

表-3 実証実験の対象とアセスメント実施者 

実施自治体 対象 おもなアセスメント実施者 

長野県下諏

訪町 

町内45か所

の指定避難

所 

自治体職員ならびに自主防

災組織「防災ネットワークし

もすわ」役員、等 

大阪府吹田

市 

市内 135 か

所の指定避

難所 

自治体職員ならびに施設管

理者（一部指定管理者など民

間あり）、等 

 

３．データ収集と分析結果 

2020年 10月 20日時点で、アセスメントは 117施設よ

りデータを回収した（対象施設数に対して回収率65.7％）。

また、アンケートは 67名より回答があった（対象施設数

につき 1名とした場合回収率 37.6％）。 

アセスメントの結果は平均点が 24.2 点、標準偏差が

15.9となった（n=128）。 

アンケートからは、地域防災力への向上に関しての主

観的な評価で、92%が「有効である」と評価した（図-3

参照）。また、本アセスメントの総合的評価として 70％

が「良い」という結果となり、理由として「確認すべき

ところが一覧になっていてわかりやすい」（53.7%） 

、「ウェブでみれる点がよい」（52.2％）、「自分で主体的に

チェックしていくやり方がよい」（40.3%）、という点があ

げられた。 

 

図-3 アセスメントの地域防災力向上への主観的評価 

 

４．考察と今後の展望 

 災害現場で実際に活動するのは地域住民である。その

地域住民とともに災害対応を推進していくにあたって、

ICT を活用することは有効であり、「重要情報の一覧性」

「ウェブでアクセスできる」「主体性を引き出す設計」が、

重要であることが示唆された。 

 自助・共助・公助を連携する形として ICT があると考

える。より多様なステークホルダーと情報共有できる在

り方を目指して、他地域での展開や、企業を巻き込んだ

形で、実証実験を行っていきたい。 
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